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第 1 章 

飯山市人口ビジョン 
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第 1章 飯山市人口ビジョン 

１ 平成 27年度策定 飯山市人口ビジョンについて（検証） 

（１）飯山市人口ビジョンの位置づけ 

飯山市人口ビジョンは、本市における人口の現状を分析し、人口に関する市民の認識を

共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を提示するものです。 

飯山市総合戦略において、地方創生の実現に向けて効果的な施策を企画立案する上で

重要な基礎と位置づけられるものです。 

本市では、平成 27 年度に国や長野県の長期ビジョン等を勘案し、人口ビジョンを策定

しました。 

 

（２）平成 27年度策定 人口ビジョンと実績 

平成 27 年度に策定した人口ビジョンでは、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社

人研」）の推計値（21,943 人）を 21,500 人台に修正するとともに、合計特殊出生率及び

純移動率の段階的な改善により、以下のとおり将来展望を定めました。 

（図-１、表-１）平成 27年度策定飯山市人口ビジョン（2040年までの推計） 

 

 

 

 

 

（人）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2015→2040年

23,545 21,500 19,919 18,495 17,133 15,802 14,454 -7,046

目標人口 23,545 21,560 20,233 19,125 18,108 17,139 16,202 -5,358

0 60 314 630 975 1,337 1,748 1,688

社人研修正人口

差

飯山市人口ビジョン目標人口 2040(H52)年度    16,200 人 

飯山市総合戦略最終年度目標人口 2019(H31)年度  20,500 人 
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なお、平成 29 年度にはこれまでの人口推移の実績及び平成 30 年度を初年度とする飯

山市第 5 次総合計画 後期基本計画期間内（計画期間 平成 30 年度～令和 4 年度）の人

口推計と整合を図り、2019 年（令和元年）の目標人口を 19,900 人へ下方修正しました。 

（図-２）平成 29年度 総合戦略計画期間内の目標人口（改訂） 

 

 

2019年（令和元年）の実績は 19,763人で、目標人口より 137人下回りました。 

（図-３、表-２）総合戦略計画期間内の目標人口（改訂）と実績 

 

 

 

  

平成 29年度改訂内容 

後期基本計画の推計と整合 

自然増減 各年 -200（出生 110－死亡 310） 

社会増減 各年 -100（転入 520－転出 620） 

合  計 各年 -300 で推移を維持 

※算出基準を 12月末へ変更 

（人）

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

目標人口

(平成29年度改訂）

（12月基準）

20,501 20,200 19,900

実績（12月基準） 21,345 20,860 20,501 20,126 19,763
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２ 飯山市の人口動向 

（１）人口の推移等 

（表-１、図-１）人口と世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ：国勢調査、令和元年度は長野県毎月人口異動調査（10 月 1 日）を基に作成） 

 

本市の人口は、昭和 30 年（旧太田村・岡山村を含む。以下同じ。）に 40,089 人でし

たが、その後継続的に人口が減少し、令和元年 10 月 1 日時点では 19,800 人と昭和 30

年に比べて約 50.6％減少しています。 

  

（人）

昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

総人口 40,089 37,592 34,799 32,159 30,796 30,073 29,034

男 19,345 17,981 16,685 15,476 14,824 14,539 14,063

女 20,744 19,611 18,114 16,683 15,972 15,534 14,971

世帯数 7,546 7,668 7,733 7,664 7,661 7,648 7,614

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和元年

総人口 28,114 27,423 26,420 24,960 23,545 21,438 19,800

男 13,509 13,149 12,680 11,947 11,324 10,365 9,604

女 14,605 14,274 13,740 13,013 12,221 11,073 10,196

世帯数 7,547 7,719 7,829 7,802 7,694 7,423 7,358
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（表-２、図-２）年齢 3区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ：国勢調査、令和元年度は長野県毎月人口異動調査（10 月 1 日）を基に作成） 

 

15 歳未満人口及び 15~64 歳人口は減少を続ける一方、65 歳以上人口は増加を続け、

平成 2 年には 15 歳未満人口を上回りました。  

(人、％)

昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

14,291 12,351 9,622 7,608 6,782 6,228 5,796

35.6% 32.9% 27.7% 23.7% 22.0% 20.7% 20.0%

21,931 22,539 22,290 21,354 20,300 19,622 18,538

54.7% 60.0% 64.1% 66.4% 65.9% 65.2% 63.8%

3,867 2,702 2,887 3,197 3,714 4,223 4,700

9.6% 7.2% 8.3% 9.9% 12.1% 14.0% 16.2%

675 800 908 990 1,139 1,452 1,760

1.7% 2.1% 2.6% 3.1% 3.7% 4.8% 6.1%

- - - - - - -

40,089 37,592 34,799 32,159 30,796 30,073 29,034

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和元年

5,148 4,569 4,031 3,473 2,934 2,406 2,072

18.3% 16.7% 15.3% 13.9% 12.5% 11.2% 10.5%

17,362 16,467 15,406 14,192 13,311 11,543 10,146

61.8% 60.0% 58.3% 56.9% 56.5% 53.8% 51.2%

5,604 6,387 6,983 7,273 7,282 7,426 7,519

19.9% 23.3% 26.4% 29.1% 30.9% 34.6% 38.0%

2,217 2,533 3,136 3,893 4,314 4,282 4,098

7.9% 9.2% 11.9% 15.6% 18.3% 20.0% 20.7%

- - - 22 18 63 63

28,114 27,423 26,420 24,960 23,545 21,438 19,800計

15歳未満

15～64歳

65歳以上

75歳以上

年齢不詳

計

15歳未満

15～64歳

65歳以上

75歳以上

年齢不詳
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（図-３）人口減少率の推移 

 

（データ：国勢調査、長野県毎月人口異動調査（基準 10 月 1 日）を基に作成） 

 

本市における 5年間の人口減少率は、昭和 30年から昭和 45年まで 7％台で推移し、

昭和 50年から平成 12年までは 2～3％台で維持していましたが、平成 27年以降は、8％

前後まで再び減少率が上昇しています 。 

 

（図-４）人口動態（自然動態・社会動態の推移）の推移１ 

 

（データ：国勢調査、長野県毎月人口異動調査（基準 12 月末）を基に作成） 
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（図-５）人口動態（自然動態・社会動態の推移）の推移２ 

 

 
（データ：長野県毎月人口異動調査（基準 12 月末）を基に作成） 

  

 社会動態（転入者と転出者の差）は一貫して転出超過による減少が続いています。一

方、自然動態（出生者と死亡者の差）について、平成 2 年までは死亡者数よりも出生者

数が上回る状況が続いていましたが、平成 3 年以降は一転して死亡者数が出生者数を上

回る状況となり、平成 17 年以降は年間 100 人を超える減少が続いています。 
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（表-３）令和 2年 3 月末の地区別人口 

 

（データ：住民基本台帳を基に作成 （基準日 3 月末）） 

（表-４、図-６）平成 22年から令和 2年における地区別人口増減推移 

 

（データ：住民基本台帳を基に作成 （基準日 3 月末）） 

 

 

地区 0～14歳（人） 15～64歳（人） 65歳以上（人） 総人口（人） 人口割合（％）

飯  山 685 3,526 2,215 6,426 31.3%

秋  津 280 1,227 721 2,228 10.8%

木  島 345 1,550 851 2,746 13.4%

瑞  穂 146 810 745 1,701 8.3%

柳  原 99 656 416 1,171 5.7%

富  倉 0 15 52 67 0.3%

外  様 102 405 337 844 4.1%

常  盤 223 1,415 984 2,622 12.8%

太  田 148 924 825 1,897 9.2%

岡  山 39 367 441 847 4.1%

計 2,067 10,895 7,587 20,549 100.0%

平成22年～令和2年
人口増減推移

0～14歳
増減数（人）

15～64歳
増減数（人）

65歳以上
増減数（人）

増減数
（人）

増減率

飯  山 -424 -1,048 182 -1,290 -16.7%

秋  津 -58 -209 106 -161 -6.7%

木  島 -32 -327 29 -330 -10.7%

瑞  穂 -57 -349 55 -351 -17.1%

柳  原 -70 -174 -15 -259 -18.1%

富  倉 -6 -31 -44 -81 -54.7%

外  様 -15 -140 -16 -171 -16.8%

常  盤 -153 -349 49 -453 -14.7%

太  田 -104 -330 -11 -445 -19.0%

岡  山 -44 -200 -47 -291 -25.6%

計 -963 -3,157 288 -3,832 -15.7%
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平成 22年から令和 2年までの住民基本台帳における人口の推移を市内 10地区に整理し、

10 年間の推移を見ると、全ての地区で総人口は減少していますが、地区別に見ると減少数

や減少率に差があります。 

 

  



10 

 

（表-５、図-７）出産適齢期女性人口と出生数の推移 

 

 

（データ：国勢調査、令和元年度は長野県毎月人口異動調査（10 月 1 日）を基に作成） 

 

令和元年度の出産適齢期女性（15 歳～49 歳）人口は、昭和 30 年と比べて約 70%、昭

和 60 年と比べても約 50％と大幅に減少しています。 

  

（人）

昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

15～19歳 1,802 1,534 1,727 1,388 1,152 996 786

20～39歳 5,786 5,538 4,695 4,152 3,675 3,438 3,258

40～49歳 2,273 2,355 2,488 2,660 2,533 2,191 1,793

15～49歳計 9,861 9,427 8,910 8,200 7,360 6,625 5,837

出生数 845 570 513 428 395 380 296

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和元年

15～19歳 849 804 723 628 549 482 441

20～39歳 2,907 2,755 2,588 2,331 2,115 1,690 1,319

40～49歳 1,721 1,856 1,723 1,476 1,324 1,232 1,200

15～49歳計 5,477 5,415 5,034 4,435 3,988 3,404 2,960

出生数 295 258 201 197 146 130 109
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（表-６、図-８）合計特殊出生率の推移 

 

 

（データ：長野県保健衛生関係主要統計を基に作成 ※本市の数値は独自調査） 

 

平成 20 年から平成 25 年までは、平成 23 年を除き全国及び長野県の合計特殊出生率

を下回っていましたが、平成 27 年には 1.78 まで上昇しました。平成 28 年には 1.25 に

落ち込みましたが、令和元年には 1.64 まで回復しました。人口の少ない本市において当

該出生率は年によって大きく変化する状況にあります。 

  

 

 

  

平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年 平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年

飯山市 1.88 2.09 1.94 2.06 1.93 1.97 1.92 1.79 1.77 1.88 1.79

長野県 1.73 1.71 1.70 1.71 1.62 1.71 1.64 1.58 1.56 1.57 1.52

全国 1.57 1.54 1.53 1.50 1.46 1.50 1.42 1.43 1.39 1.38 1.34

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

飯山市 1.57 1.68 1.57 1.40 1.70 1.61 1.52 1.62 1.35 1.30 1.37

長野県 1.59 1.50 1.47 1.44 1.42 1.46 1.44 1.47 1.45 1.43 1.43

全国 1.36 1.33 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

飯山市 1.57 1.34 1.40 1.60 1.78 1.25 1.45 1.52 1.64

長野県 1.50 1.51 1.54 1.54 1.58 1.59 1.56 1.57 1.57

全国 1.39 1.41 1.43 1.42 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36



12 

 

（図-９）未婚率の推移 

  

平成 27 年における配偶者を有しない者（死別、離別等を含む。）の年代別の割合の推

移をみると、男性・女性のいずれの年代においても上昇しています。 
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（図-10）転出・転入世代別状況（平成 22年～平成 27年） 

 

 

（データ：国勢調査を基に作成） 

 

平成 22 年から平成 27 年までの転入出者数の世代を５段階に分けて内訳を見ると、

子育て世代（住宅取得世代）の移動が顕著です。また、近隣都市への移動は女性が多

く、首都圏への移動は男性の方が多い状況です。中野市で見ると高齢者の転出が多く、

未成年の転入が多くなっています。 

転入転出ともに、県内が上位であり、転出先の上位 4位までが長野県北信地域で近隣

への転出となっています。  
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（図-11）年齢階級別純移動数時系列分析 

 

（データ：国勢調査を基に作成） 

10歳代後半から 20歳代前半で多くの方が転出していますが、その減少幅は回復してい

ません。 

 

（図-12）転出者アンケート調査結果（平成 27 年 1月～令和 2年 2月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転出理由は「就業」が多く、その理由は、「働きたい会社がない」、「求人がない」、

「勤務条件の改善」が多い状況となっています。  

（「就業」を選択された方の内、 

その理由を回答いただいた数） 
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（図-13）市内高等学校卒業者の進路の状況 

 

（データ：学校基本調査を基に作成） 

卒業者総数は減少傾向で平成 30 年度は 218 人となっている一方で、進学率は増加傾

向です。 

 

（表-７）高等学校卒業者のうち、就職者の状況 

 

（データ：学校基本調査を基に作成） 

就職者数は減少傾向で、就職先は市外が多い状況です。 

  

（人）

飯山市 中野市 長野市 下高井郡・下水内郡 その他県内 県外

平成27年3月 27 10.6% 8 5 6 2 3 3

平成28年3月 37 14.3% 7 5 13 3 3 6

平成29年3月 24 10.2% 6 0 12 0 4 2

平成30年3月 15 6.9% 3 1 6 2 2 1

年月 就職者数 就職率
就職先の市郡別数
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（図-14）産業別人口の推移１

 

 

（表-８）産業別人口の推移２ 

 

（データ：国勢調査を基に作成） 

(人)

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第１次産業 5,662 5,081 4,539 3,917 3,538 2,511 2,062

農業 5,609 5,047 4,514 3,891 3,531 2,472 2,023

林業 49 31 23 23 7 39 39

漁業 4 3 2 3 - - -

第２次産業 4,384 4,323 4,306 3,944 3,032 2,759 2,554

鉱業、採石業、砂利採取業 41 15 17 3 4 6 10

建設業 1,887 1,891 1,966 1,923 1,529 1,210 1,118

製造業 2,456 2,417 2,323 2,018 1,499 1,543 1,426

第３次産業 6,453 6,791 6,952 6,992 7,156 6,855 6,722

電気・ガス・熱供給・水道事業 35 36 65 47 45 45 38

運輸・通信業 726 642 624 619 531 - -

情報通信業 - - - - - 89 91

運輸業、郵便業 - - - - - 535 458

卸売・小売業・飲食店 2,439 2,449 2,336 2,242 1,969 - -

卸売業、小売業 - - - - - 1714 1,554

金融業、保険業 123 139 173 138 136 111 95

不動産業 36 36 31 25 29 - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - 61 61

サービス業 2,635 3,016 3,297 3,423 3,982 - -

学術研究、専門・技術サービス - - - - - 187 175

宿泊業、飲食サービス業 - - - - - 733 710

生活関連サービス業、娯楽業 - - - - - 372 342

教育、学習支援業 - - - - - 431 385

医療、福祉 - - - - - 1348 1,413

複合サービス業 - - - - - 307 330

サービス業(他に分類されないもの) - - - - - 515 473

公務(他に分類されないもの) 459 473 426 498 464 - -

公務(他に分類されるものを除く) - - - - - 407 460

分類不能の産業 6 4 12 68 158 150 137

16,505 16,199 15,809 14,921 13,884 12,275 11,338

※総数には、分類不能の産業を含む。
※平成19年から日本標準産業分類が変更されている。

計
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本市の就業者のうち第 1次産業の従事者の割合は減少している一方、第 3次産業は増

加しています。本市の就業者の内、最も多い職種は、卸売業・小売業で、次いで医療・

福祉となっています。 

 

（図-15、表-９）従業地別の就業者数 

 

 

（データ：国勢調査を基に作成） 

 

  

 

本市に居住する人が市内に就業している割合は、73.8％ 8,370人です。本市から市

外へ就業している地域で最も多いのは中野市で 1,081人、次いで長野市 800人です。 

市外から本市に就業している割合は、中野市が 9.2％ 1,049人で、次いで木島平村

4.7％ 540人です。 

  

飯山市から他市町村への就業割合

市町村 平成22年 平成27年

1 中野市 9.2% 9.5%

2 長野市 7.4% 7.1%

3 木島平村 2.1% 2.3%

4 須坂市 1.5% 1.6%

5 野沢温泉村 1.3% 1.5%

他市町村から飯山市への就業割合

市町村 平成22年 平成27年

1 中野市 7.6% 9.2%

2 木島平村 4.3% 4.7%

3 長野市 3.4% 3.8%

4 野沢温泉村 2.9% 2.6%

5 山ノ内町 1.0% 1.3%
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（２）社人研における将来人口の推計 

（図-16）総人口、年齢区分別人口の推計 

 

（データ：国勢調査、社人研推計を基に作成） 

※2005 年、2010 年、2015 年の総人口は「年齢不詳」を除いた数値です。 

社人研における本市の将来人口の推計は、2015 年の 21,375 人（「年齢不詳」を含める

と 21,438 人）が、2045 年には 10,616 人まで減少し、約 30 年間で約 5 割まで減少する

と推計されています。 

 

（図-17）人口ピラミッドの推移 

   

（データ：社人研推計を基に作成）  

推計 
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（図-18）人口推移における長野県全体との比較（率） 

総人口推移 

 

年少人口の推移 

 

生産年齢人口の推移 

 

老年人口の推移 

 

（データ：RESAS データ（国勢調査、社人研推計）） 

本市の総人口、年少人口、生産年齢人口の減少傾向は長野県全体と比較し大きい状況で

す。老年人口は、長野県全体とともに増加傾向ですが、2020 年以降、本市は減少傾向に転

じます。 

  

推計 
推計 

推計 

推計 
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 ３ 人口減少が当地域に与える影響 

 本市の人口が今後 30 年間で約 5 割まで減少することにより、人口減少がこの地域に与

える影響は、以下のものが考えられます。 

 

（１）社会保障・公共インフラへの影響 

高齢化による社会保障費の増大、租税負担の増大により財政への圧迫が余儀なくさ

れ、道路や橋梁といったインフラ整備や維持補修など必要とされる市民サービスの低下

が懸念されます。 

 

（２）仕事、産業への影響 

人口減少、特に生産年齢人口の減少により、地域の消費市場が縮小し、総生産額が減

少するほか、将来の産業を担う若者の減少、担い手不足が生じ、空き店舗、耕作放棄地

等の増加することが予想されます。 

 

（３）地域社会への影響 

少子高齢化に伴い、地域の伝統的な行事やイベントなどの担い手不足の確保が難しく

なると予想されるほか、防災活動などの互助機能の低下が懸念され、コミュニティ活動

の維持が困難となります。 
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 ４ 人口減少の要因・課題と施策の方向性 

 これまでの人口動向から人口減少の分析と要因・課題を踏まえた施策の方向性は以下の

とおりです。 

項目 人口減少の分析と要因・課題 施策の方向性 

自然動態 

〇出生数の減少 

（分析） 

・出産適齢期女性人口が減少 

・未婚者率が増加 

 

（要因・課題） 

・結婚機会の減少 

・仕事と家庭の両立の困難さ 

・育児負担の重さ 

・経済的・生活基盤の弱さ 

・若い女性に、住む場所として「飯山

市」が選ばれるよう、女性にとって住

みやすい、働きやすい環境づくりを行

います。 

・出会いの場を創出するなど、結婚の

機会が多くなる取組みに関する施策を

実施します。 

・安心して出産・育児できる環境づく

りや保育環境づくりなど子育て支援に

取組みます。 

社会動態 

〇転出超過 

（分析） 

・どの年代もほぼ転出超過 

・特に若者世代の転出が多い 

・進学等で市外へ転出後、再び本市へ

転入してくる者は少ない状況 

・転出理由において、「就職」・「転職」

が多く占めており、「就職」・「転職」

の理由の多くは「働きたい会社がな

い」、「求人がない」が多い状況 

・小集落人口が急減 

 

（要因・課題） 

・経済的・生活基盤の弱さ 

・住環境が不足 

・災害対応を含めた小集落維持など

の活動の限界 

・移住希望者への移住相談の充実を図

るとともに、移住者の住宅環境に関す

る支援を実施します。 

・若者定住のための住宅整備など実施

します。 

・地域産業力の強化、新たな産業や雇

用を創出するため、市内企業の育成・

支援や起業支援、後継者の確保、企業

誘致などにより経済基盤の強化を図り

ます。 

・地域防災力の向上や交通対策、集落

維持活動などいつまでも安心して暮ら

せる地域づくりに取組みます。 
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５ 飯山市人口の将来展望 

（１）推計の方法 

平成 27 年国勢調査人口（性別年齢 5 歳区分別人口）を基礎とし、社人研の令和 2 年

（2020 年）の推計値 19,343 人をベースに、合計特殊出生率、純移動率、生残率等の仮定

値の設定により、次の２パターンを設定し、シミュレーションを行います。 

＜推計パターンの設定＞ 

社人研推計 

〇合計特殊出生率： 

 2020 年＝1.456  2025 年＝1.442  2030 年＝1.445 

 2035 年＝1.457  2040 年＝1.457  2045 年＝1.462 

〇純移動率： 最近の傾向を踏まえて設定 

〇生残率 ： 全国推計の生残率の推移に合わせて設定 

パターン 1 

〇合計特殊出生率： 

・国の長期ビジョンに準じ、2040 年までに段階的に 2.07 程度まで上

昇。 

・第 5 次飯山市総合計画後期基本計画と調整を図り、2025 年は減少

人数を－200 人に抑える程度の割合で数値を設定 

・2030 年、2035 年は均等に上昇する数値を設定 

 2020 年＝1.55  2025 年＝1.65  2030 年＝1.80 

 2035 年＝1.95  2040 年＝2.07  2045 年＝2.07 

（参考）2017 年～2019 年の平均＝1.54 

〇純移動率： 社人研推計と同じ 

〇生残率 ： 社人研推計と同じ 

パターン 2 

〇合計特殊出生率：パターン１と同じ 

〇純移動率： 

・パターン 1 の純移動率が施策の推進により、以下の条件を踏まえ、

段階的に改善（転出入の差が縮小）すると設定 

・飯山市第 5 次総合計画後期基本計画に掲げた目標人口と整合を図

り、2025 年は社会動態の減少人数を－100 に抑える程度の割合で設

定 

・2025 年以降は 1 割ずつ改善すると仮定 

 2020 年＝1 割改善、2025 年＝3 割改善、2030 年＝4 割改善 

2035 年＝5 割改善、2040 年＝6 割改善、2045 年＝7 割改善 

〇生残率 社人研推計と同じ 
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（図-１、表-１）パターン別将来人口の推計結果 

 

 

 

  

（人）

2015年
2020年

（令和2年）

2025年
（令和7年）

2030年
（令和12年）

2035年
（令和17年）

2040年
（令和22年）

2045年
（令和27年）

社人研推計 21,438 19,343 17,393 15,594 13,870 12,197 10,616

パターン1 21,438 19,379 17,494 15,785 14,164 12,586 11,074

パターン2 21,438 19,491 17,895 16,516 15,274 14,106 13,049
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（２）人口の将来展望 

出生率の改善、移住定住施策の推進など自然増、社会増に関する様々な人口対策の事業

に取り組むことにより、飯山市人口ビジョンの目標人口をパターン 2 の 2045 年（令和 27

年）に 13,000 人に設定します。 

 

（図-２、表-２）飯山市人口ビジョン目標人口の設定

 

  

（人）

2015年
2020年

（令和2年）

2025年
（令和7年）

2030年
（令和12年）

2035年
（令和17年）

2040年
（令和22年）

2045年
（令和27年）

社人研推計 21,438 19,343 17,393 15,594 13,870 12,197 10,616

目標人口 21,438 19,491 17,895 16,516 15,274 14,106 13,049

差 0 149 503 922 1,404 1,909 2,432

2045年（令和 27年） 

社人研推計 ＋ 2,400 人増 

目標人口 13,000 

 目標人口 
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第 2 期飯山市総合戦略の計画最終年の 2024 年（令和 6 年）の目標人口を 18,200 人に

設定します。 

（図-３、表-３）第 2期飯山市総合戦略最終目標年度における目標人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

初年度 　→ 　→ 　→ 最終年度 （人）

2019年

（令和元年）

実数

2020年
（令和2年）

2021年
（令和3年）

2022年
（令和4年）

2023年
（令和5年）

2024年
（令和6年）

2025年
（令和7年）

社人研推計 19,800 19,343 18,953 18,563 18,173 17,783 17,393

目標人口 19,800 19,491 19,172 18,853 18,534 18,214 17,895

差 148 219 290 361 431 502

飯山市人口ビジョン目標 2045年（令和 27年）        13,000人 

第 2期飯山市総合戦略最終年度目標人口 2024年（令和 6年） 18,200人 

2024 年（令和 6年） 

社人研推計 ＋ 430人増 

目標人口 18,200 
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（図-４、表-４）自然増減数推移の推計 

 

 
 

（図-５、表-５）社会増減推移の推計 

 

  

（人）

2015→

2020年

2020→

2025年

2025→

2030年

2030→

2035年

2035→

2040年

2040→

2045年

社人研人口 -1,163 -1,178 -1,161 -1,148 -1,181 -1,139

目標人口 -1,119 -1,092 -1,042 -1,001 -1,014 -976

（人）

2015→
2020年

2020→
2025年

2025→
2030年

2030→
2035年

2035→
2040年

2040→
2045年

社人研人口 -932 -772 -638 -575 -492 -442

目標人口 -828 -505 -337 -241 -154 -81

（参考）目標人口における

1 年当たりの人口減少数 

2015年→2020年 ‐224人/年 

2020年→2025年 ‐218人/年 

2025年→2030年 ‐208人/年 

2030年→2035年 ‐200人/年 

2035年→2040年 ‐203人/年 

2040年→2045年 ‐195人/年 

 

（参考）目標人口における

1 年当たりの人口減少数 

2015年→2020年 ‐166人/年 

2020年→2025年 ‐101人/年 

2025年→2030年 ‐67人/年 

2030年→2035年 ‐48人/年 

2035年→2040年 ‐31人/年 

2040年→2045年 ‐16人/年 
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（図-６）人口ピラミッドの推移 

   

 

（図-７、表-６）年齢 3区分別人口の推移 

 

 

 

  

(人)

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

2,406 2,020 1,800 1,664 1,564 1,512 1,464

11.2% 10.4% 10.1% 10.1% 10.2% 10.7% 11.2%

11,543 10,040 8,923 7,940 7,166 6,403 5,846

53.8% 51.5% 49.9% 48.1% 46.9% 45.4% 44.8%

7,426 7,431 7,172 6,912 6,544 6,191 5,739

34.6% 38.1% 40.1% 41.9% 42.8% 43.9% 44.0%

（63人）

21,438 19,491 17,895 16,516 15,274 14,106 13,049

15歳未満

15～64歳

65歳以上

計

（年齢不詳）
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第 2章 第 1期飯山市総合戦略の総括 

第 1期飯山市総合戦略の検証 

第 1 期飯山市総合戦略の推進に当たっては、飯山市地方創生総合戦略会議を設置し、

各年度において基本目標の数値目標及び施策の KPI の進捗状況を把握し検証してきまし

た。令和元年度における見込値（令和 2 年 6 月 15 日時点）を含んだ数値目標及び KPI の

達成状況の検証結果は次のとおりです。 

 

評価は、◎：目標値を達成、〇：目標値の 70％以上達成、△：目標値の 50％以上（70％

未満）達成、×：それ未満、-：未定・不明 で表示 

 

＜基本目標における数値目標及び KPIの達成状況＞ 

  基本目標Ⅰ 地域経済活性化・雇用創出 

数値目標  施策KPI数 ◎ 〇 △ × 

観光入込客数（日帰

り+宿泊） 
〇  

13 
3 

（23％） 

6 

（46％） 

1 

（8％） 

3 

（23％） 飯山駅乗車人数（新

幹線：日平均） 
×  

  ※「観光入込客数」、「新幹線乗車人数」は見込みです。 

 

  基本目標Ⅱ 若者定住・移住定住推進 

数値目標  施策KPI数 ◎ 〇 △ × 

１年間の成婚組数 〇  

9 
8 

（89％） 

0 

（0％） 

1 

（11％） 

0 

（0％） 
転出者と転入者の差 〇  

 

基本目標Ⅲ 子育て支援・次世代育成 

数値目標  施策KPI数 ◎ 〇 △ × 

合計特殊出生率 ◎  5 
4 

（80％） 

1 

（20％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

  ※指標「保育料の軽減率」、「子育て環境満足度」の 2 つは数値が測れないため、個数に含まれていま

せん。 

 

  基本目標Ⅳ いつまでも安心して暮らせる地域づくり 

数値目標  施策KPI数 ◎ 〇 △ × 

活性化センター数 ◎  7 
5 

（72％） 

1 

（14％） 

1 

（14％） 

0 

（0） 
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基本目標の目標指数 6 つのうち、「目標値を達成」、「目標値の 70％以上達成」が 5 つで約

80％、また、個別施策の数値目標については、指標 34 個中、約 80％の 28 個が「目標値を

達成」、「目標値の 70％以上達成」でした。基本目標及び個別施策共に、目標指数及び KPI

は目標を概ね達成しております。 

このことから、第 2 期総合戦略においては、引き続き、人の流れをつくる分野において

重点的に推進する必要があるとともに、強み・特色を打ち出せる結婚・出産・子育て分野を

更に強化するため、地域活性化に資する施策に取組みます。 
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第 3章 第 2期飯山市総合戦略 

１ 策定の趣旨 

  少子高齢化に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口集中を是正

し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持

していくため、国は 2014 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を制定しました。ま

た、同年 12 月に 2060 年に１億人程度の人口確保等を目指す「まち・ひと・しごと創生

長期ビジョン」と、具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定

しました。こうした国の動向を受けて、本市は、2015 年 10 月に第１期飯山市総合戦略及

び飯山市人口ビジョンを策定し、各種施策に取り組んできました。 

国は、第１期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の計画期間が 2019 年度に終了する

ことから、第 1 期の取組みについて「継続を力」にし、より一層充実・強化することを方

針とした 2019 年 12 月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の改訂及び第２期「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

このため、本市においても、引き続き、地方創生の取組みを推進するため、第 2 期飯山

市総合戦略を策定します。 

 

＜（参考）まち・ひと・しごと創生法の概要＞ 

 

出典：令和元年 7 月 2 日 内閣府地方創生推進事務局資料 
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２ 計画期間 

  令和 2（2020）年度～令和 6（2024）年度（5か年） 

 

３ 位置づけ 

 

 

 

４ 基本方針 

  地方創生を推進するにあたり、飯山市第 5 次総合計画と整合を図りつつ、飯山市人口

ビジョンの将来展望を踏まえ、第 2 期飯山市総合戦略の基本方針を次のとおり定めます。 

 

 

  

「次世代につなぐ活力あるいいやまづくり」 

「飯山」の資源や魅力を生かし、「飯山」だからこそできる施策に取組み、次世代

につながる活力ある“いいやまづくり”を目指します。 
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５ 戦略の柱（基本目標） 

  総合戦略の施策構築にあたり、第 1章で示した「人口減少の分析と要因・課題を踏ま

えた施策の方向性」を踏まえ、第 1期の戦略の柱を継続するとともに、新たな施策構

築・推進の手法を取り入れ、より充実・強化を図ります。   

施策の方向性 戦略の柱（基本目標） 

  

 

 

 

 

 

 

施策の方向性に関連する戦略の柱（基本目標）関係性 

 

新たな施策構築・推進の手法 

・新たな 6つの視点 

  関係人口、SDGs、Society5.0 など 

・公民連携の手法 

  民間の資金・ノウハウを活用  
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６ 施策構築のポイント 

① 成果重視（数値目標・ＫＰＩ達成のための施策） 

基本目標ごとに数値目標を定めるとともに、それらに基づく施策それぞれにＫＰＩ

（施策の進捗状況の検証のために設定する指標）を設定し、毎年度の検証により、指標

の達成度合いを明らかにする成果重視の戦略とします。 

② 飯山市第 5次総合計画後期基本計画と整合 

総合戦略は、人口減少の克服と地方創生を目指す行動計画であり、総合計画における

「雇用創出」・「移住定住促進」・「結婚・出産・子育て」・「安心・安全」の施策を抽出し

た性格を有することから、後期基本計画との整合を図りながら策定します。 

③ 6つの新たな視点 

４つの基本目標に向けた取組を実施するにあたり、次の新たな視点に重点を置いて

施策を進めます。 

１ 地方へのひと・資金の流れ

を強化する 

・地域課題の解決や将来的な地方移住にもつながる

「関係人口」の創出・拡大 

・企業や個人による地方への寄附・投資等を用いた地

方への資金の流れの強化 

２ 新しい時代の流れを力に

する 

・Society5.0 の実現に向け、未来技術を活用するなど

デジタル・トランスフォーメーション（DX）を推進 

・SDGsを原動力とした地方創生の推進 

３ 人材を育て活かす ・地方創生の基盤をなす人材に焦点を当て、その掘り

起こしや、育成に関する取組みを強化 

４ 民間と協働する ・地方公共団体が主体とする取組みに加え、NPO な

どの地域づくりを担う組織や企業と連携 

５ 誰もが活躍できる地域社

会をつくる 

・女性、高齢者、障がい者、外国人など誰もが居場所

と役割を持ち活躍できる地域社会の実現 

６ 地域経営の視点で取り組む ・地域経営の視点で地域をマネジメント 
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７ 重点テーマ 

（１）「関係人口」創出・拡大の取組み 

  地域の課題解決のための取組みとして「関係人口の創出・拡大」を新たな戦略の一つと

して位置づけます。 

 都市と地域の両方の良さを活かして働く・楽しむ動きを捉え、オンライン関係人口など

必ずしも現地を訪れない形での取り組み等も推進します。 

＜関係人口とは＞ 

関係人口とは、移住した「定住人口」でも観光に来た「交流人口」でもない「特定の地

域に継続的に多様な形で関わる者」のことを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜関係人口創出・拡大の取組み＞ 

「関係人口」の対象者の捉え方に当たっては、本市の地域課題（特に経済対策と担い手の

確保）を明確にするとともに、目標（地域の理想の姿）を定め、対象となる関係人口や役

割及び地域課題を共に解決する「仕組み」を構築し、関係人口の創出・拡大を図ります。 

 

 

（出典：内閣府資料） 
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 ＜関係人口における施策連携の考え方＞ 

まち・ひと・しごと創生の推進及び総合戦略に定める数値目標を達成するために、定住

人口と関係人口の両輪で、地域課題の解決に取組みます。 

（施策連携イメージ） 

  

 

 

 

 

  



40 

 

（２）SDGs（持続可能な開発目標）の取組み 

SDGs とは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のた

めの 2030 年を年限とする 17 の国際目標です。 

本市では、令和元年 8 月に「地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム」に会員登録

し、地方創生の推進に当たり、他の自治体や民間団体等との情報交換及び連携を図るとと

もに、基本目標に関連する SDGs を位置づけ、持続可能な地域づくりを目指します。 

 

 

 

 

 ＜ＳＤＧｓの１７の目標＞ 

目標 1 （貧困） あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標 2 （飢餓） 
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可

能な農業を促進する 

目標 3 （保健） 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉

を促進する。 

目標 4 （教育） 
すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯

学習の機会を促進する 

目標 5 （ジェンダー） 
ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化

を行う 

目標 6 （水・衛生） 
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確

保する 

目標 7 （エネルギー） 
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネ

ルギーへのアクセスを確保する 
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目標 8 （経済成長と雇

用） 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ

生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用(ディーセン

ト・ワーク)を促進する 

目標 9 （インフラ、産

業化、イノベーション） 

強靱(レジリエント)なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な

産業化の促進及びイノベーションの推進を図る 

目標 10 （不平等） 各国内及び各国間の不平等を是正する 

目標 11 （持続可能な

都市） 

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント)で持続可能な都市及び

人間居住を実現する 

目標 12 （持続可能な

生産と消費） 

持続可能な生産消費形態を確保する 

目標 13 （気候変動） 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

目標 14 （海洋資源） 
持続可能な開発のために海洋･海洋資源を保全し、持続可能な

形で利用する 

目標 15 （陸上資源） 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な

森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止･回

復及び生物多様性の損失を阻止する 

目標 16 （平和） 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべ

ての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにお

いて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する 

目標 17 （実施手段） 
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パー

トナーシップを活性化する 

 （データ：目標の括弧内は内閣府地方創生推進室資料（「地方創生に向けた SDGs の推進

について」2020 年 1 月）、説明については環境省資料（「持続可能な開発目標（SDGｓ）

活用ガイド [第 2 版]（本編）」2020 年 3 月）を基に作成） 
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８ 施策推進のポイント 

① PDCAサイクルの確立 

総合戦略の進行管理については、PDCA サイクルによって達成度や効果等を検証し、

改善する仕組みを構築します。効果検証等の客観性を担保するために、戦略の基本目標

における数値目標や施策ごとの KPI を設定し、外部有識者等による検証を行います。

なお、本戦略は計画期間を 5 年間としていますが、社会情勢や市民ニーズの変化、法律

等の制度改正があった場合には、計画期間中においても必要に応じて見直しを行うこ

ととします。 

② 公民連携の推進 

   総合戦略において地域経営の課題解決のために民間と連携し、民間のノウハウや資

金などを活用する公民連携を推進します。 

人口減少局面に入り、税収増が見込めないなか、これまでまちづくりを担ってきた自

治体の財政状況は難しさが増しています。特にこれまでの地域経営において行われて

きた従来型の施設建設・公共サービスがこの先長期にわたり財政の負担となる事が大

きな課題となります。この課題解決のために公共空間・公共不動産活用などついて公民

連携を推進し、人口減少局面に対応した地域経営を目指します。 

  



43 

 

９ 戦略の施策体系 

第 2期飯山市総合戦略においては、国の方向性である「継続を力」に沿い、第 1期飯山

市総合戦略の 4 つの基本目標及び施策の方向性を継続するとともに、これまでの取組み

の成果や社会情勢等を踏まえ、より一層充実・強化を図ります。 

 

＜施策体系図＞ 
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10 基本目標及び施策推進  

基本目標Ⅰ 地域経済活性化・雇用創出 

新たな人の流れと仕事の創出による活気あふれるまちづくりを進めます。 

関連 SDGs 

       

   

数値目標 

【R6目標】 

〇農業産出額  

【基準値（H30）：69 → 77 億円】 

〇観光消費額  

【基準値（H30）：61 → 72 億円】 

 

施策Ⅰ-（1） 地域産業力の強化 

KPI 

【R6目標】 

〇新規就農者数 

【基準値（R1）：2 → 期間累計 15 人】 

〇企業立地振興条例適用事業所数  

【基準値（R1）：6 → 期間累計 20 事業所】 

〇空き店舗等解消・活用件数  

【基準値（R1）：2 → 期間累計 10 件】 

具体的な 

取組み 

〇農業後継者対策等の一環として事業継承希望者とのマッチング制度

を創設するとともに、後継者支援対策をフル活用して、IJU ターンを

含めた新規就農者の確保を図ります。 

〇生産性の向上や付加価値の向上など「儲かる農業」の実現に取り組み

ます。 

〇人・農地プランの見直しを進める中で、高齢化等により離農する農家

から地域担い手・新規就農者への農地流動化を加速させます。 

〇地域を担う農業者の育成と集落営農を推進します。 

〇伝統産業の後継者確保、人材育成を支援し、飯山ならではの生業とし

て、文化の伝承と産業の振興を図ります。 

〇ICT 基盤の充実を図り、産業、教育、暮らし、医療、福祉等あらゆる

分野での活用を通じて本市の魅力を全国や世界に発信できる情報発

信力の強化を図ります。 

〇地域経済を支える市内企業を育成することにより雇用の確保を図り

ます。 

〇空き店舗の解消に向けた助成制度を創設します。 

関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

4-2-1 担い手や農業集団・組織の育成、農地利用集積 

4-3-1 商業空間・商業基盤の充実促進、4-3-2 伝統産業の伝承と振興 

4-3-3 工業基盤の充実と活用促進 
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施策Ⅰ-（2） 新たな産業と雇用の創出・人材育成の推進 

KPI 

【R6目標】 

〇起業支援による起業件数  

【基準値（R1）：4 → 期間累計 15 人（件）】 

〇起業、創業セミナー（人材育成塾）受講生数 

【基準値（R1）：16 → 期間累計 45 人】 

〇工業団地を中心とした市内への企業誘致（流出抑制も含む） 

【基準値（R1）：1 → 期間累計 8 社】 

具体的な 

取組み 

〇地域資源活用型・新たな価値創造型等の起業を積極的に支援します。

（地域食材を活用した民宿・レストラン等） 

〇金融機関等と連携し、起業、経営安定化、事業拡大等様々なニーズに

柔軟に対応できる金融対策の充実・総合的な支援体制の構築を図りま

す。 

〇地域経済を支える産業の育成、連携、相乗効果等を生み出す人材を確

保・育成します。 

〇地域の産業を支える中核的な企業の活動を支援します。 

〇土地貸付による企業立地を推進します。 

〇市街地等への事業所誘致に向けた支援策を検討します。 

関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

1-1-1 工業基盤の充実と活用促進 

4-1-2 地域経済コーディネーターの育成支援 

4-3-3 工業基盤の充実と活用促進 

 

施策Ⅰ-（3） 新幹線飯山駅を活用した観光交流人口の増加 

KPI 

【R6目標】 

〇観光入込客数（日帰り+宿泊）  

【基準値（H28～30 の平均）：103 → 120 万人】 

〇観光入込客数のうち宿泊者数  

【基準値（H28～30 の平均）：76 → 95 万人】 

〇外国人宿泊者数  

【基準値（H28～30 の平均）：9,951 → 15,000 人泊／年】 

具体的な 

取組み 

〇県、近隣市町村、民間事業者等と連携し、信越９市町村広域観光連携

会議を核とした広域観光事業の一層の推進を図ります。 

〇関係機関、民間事業者等と連携し、国内外への観光情報発信の強化を

図ります。 

〇誰もが安心して旅行を楽しむことができるユニバーサルツーリズム

を推進します。 

〇豪州やアジアなど外国人観光客への訴求力のある観光地づくり、イン

バウンド対策を進めます。（案内人育成、ICT 環境整備、宿泊施設整

備、情報発信など） 

関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

3-1-5 インバウンドの推進 

3-1-2 観光ホスピタリティ（おもてなし意識）の充実促進 
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基本目標Ⅱ 若者定住・移住定住推進  

若者の結婚・出産等の希望をかなえ、若者の暮らしを支援するとともに、あらゆる世代

の移住定住を推進します。 

関連 SDGs 

 

       

数値目標 

【R6目標】 

〇１年間の成婚組数  

【基準値（H27～R1 の平均）：90.6 → 120 組】 

〇転入者数 

【基準値（H27～R1 の平均）：507 → 520 人/年】 

 

施策Ⅱ-（1） 若者定住のための条件、環境整備等 

KPI 

【R6目標】 

〇若者定住のための住宅整備（支援）  

【基準値（R1）：20 → 期間累計 18 件】 

〇地域おこし協力隊員の本市への定着数（延べ人数） 

【基準値（R1）：2 → 延べ 5 人】 

〇婚活事業での成婚組数  

【基準値（R1）：1 → 期間累計 10 組】 

具体的な 

取組み 

〇若者定住のための住宅整備を行い、市内への定住を図ります。 

〇空き家を活用した住宅整備を進めます。 

〇効果的な地域おこし協力隊の隊員募集及び隊員の起業を支援するな

ど、任期終了後、起業し収入を確保することで定着を図ります。また、

移住相談等飯山に関心の高い方を中心に、地域の課題解決に向けた人

材を発掘します。 

〇結婚希望を実現するため、結婚相談所による、個別相談の実施や、未

婚者への出会いの場の提供の活動を支援します。 

関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

4-4-1 情報提供・相談等の充実 

4-5-1 移住定住に向けた環境整備 
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施策Ⅱ-（2） 移住希望者の視点に立った総合的な移住定住対策 

KPI 

【R6目標】 

〇三世代同居支援件数  

【基準値（R1）：13 → 期間累計 60 件】 

〇空き家あっせん件数（空き家バンクへの登録件数）  

【基準値（R1）：34 → 期間累計 100 件】 

〇市の支援を通じた移住者数  

【基準値（R1）：120 → 期間累計 500 人】   

〇移住者住宅建設支援件数  

【基準値（R1）：29 → 期間累計 80 件】 

具体的な 

取組み 

〇制度拡充を行い三世代等で若者が同居（近居）するための支援の充実

を図ります。 

〇優良空き家の調査を行い、物件を確保します。 

〇移住希望者への的確な情報提供、市内案内等希望者のニーズにあった

対応を行います。 

〇幅広い年代の移住定住者に対応できる住宅等の環境整備や、住宅取得

の補助を行い移住の促進を図ります。 

〇移住者の就職先の確保を行います。 

関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

4-5-1 移住定住に向けた環境整備 
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基本目標Ⅲ 子育て支援・次世代育成  

子育て環境を更に充実し、次世代を担う子どもたちの成長を応援します 

関連 SDGs 

       

  

数値目標 

【R6目標】 

〇合計特殊出生率  

【基準値（H29～R1 の平均）：1.54 → 1.63】  

〇子育て満足度  

【基準値（R1）：36 → 50％（把握時期：R4）】 

 

施策Ⅲ-（1） 子育て支援の充実 

KPI 

【R6目標】 

〇日曜・祝日保育の拡充（給食提供） 

【基準値（R1）：0 → 1 園】 

〇市内出産時訪問率  

【基準値（R1）：99 → 100％】 

〇保育園待機児童数 

 【基準値（R1）：0 → 0 人】 

具体的な 

取組み 

〇新たな拠点保育園における日曜・祝日保育の充実（給食の提供）を図

ります。 

〇妊娠届時の妊婦面接から出産後の産後ケア等まで、子育て支援の充実

を図ります。 

〇保育園の統合を進めるとともに保育士の確保を図り、待機児童ゼロを

維持します。 
関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

6-4-1 子育て支援の推進 
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施策Ⅲ-（2） 次世代育成・教育 

KPI 

【R6目標】 

〇全国学力テスト・体力テスト全国平均比  

【基準値（R1）：100.8 → 103】 

〇タブレット端末の児童生徒数に対する整備率  

【基準値（R1）：15 → 100％】 

〇ふるさと教育の拡充 

【基準値（R1）：推進 → 推進】 

具体的な 

取組み 

〇幼保小中高等学校連携による学力と体育の向上を重点的に進めます。 

〇タブレット端末等機器整備を進め ICT 教育を推進します。 

〇地域を知り飯山の自然や故郷を学ぶプログラムを実践するほか、副読

本を活用した学習を推進します。 

関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

5-1-1 学力・体力向上事業の充実 

5-1-2 教育環境と教育施設の充実及び検討 
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基本目標Ⅳ いつまでも安心して暮らせる地域づくり 

いつまでも元気に暮らせる安心・安全な雪国の地域づくりを進めます 

関連 SDGs 

       

  

数値目標 

【R3目標】 

〇防災マップを作成した自主防災組織数  

【基準値（R1）：1 → 102（R3）】 

 

施策Ⅳ-（1） 安心・安全な暮らしの確保 

KPI 

【R6目標】 

〇自主防災組織における自主的な避難訓練実施団体数  

【基準値（R1）：3 → 20 集落】 

〇要配慮者利用施設避難計画作成事務所数（洪水・土砂災害）  

【基準値（R1）：5 → 47 施設】 

〇消防団協力事業所数  

【基準値（R1）：21 → 25 社】 

〇地域公共交通網形成計画の策定  

【基準値（R1）：調査研究 → 実施】 

具体的な 

取組み 

〇独自に開催できる集落以外の集落に対しては、総合防災訓練実施に合

わせて開催を進めます。 

〇要配慮者利用施設が災害時に安心安全に避難行動がとれるよう計画

の策定を求めます。 

〇新防災行政無線の設置にあたり、消防団協力事業所認定企業に対し優

遇措置を設けます。 

〇地域公共交通網形成計画の策定に取組、利用者の利便性を高めます。 
関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

4-2-1 公共交通機関の充実支援 

6-7-4 地域ぐるみの防災体制充実と危険空き家対策 

6-8-1 消防体制の充実 
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施策Ⅳ-（2） 地域間連携・産学官等連携の促進 

KPI 

【R6目標】 

〇広域旅行企画商品の延宿泊人数  

【基準値（R1）：2,045 → 5,000 人泊／年】 

〇北信地域定住自立圏における連携  

【基準値（R1）：推進 → 推進】 

〇観光交流イベント参加回数 

【基準値（R1）：23 → 25 回】 

具体的な 

取組み 

〇県、近隣市町村、民間事業者等と連携し、信越９市町村広域観光連携

会議を核とした広域観光事業の一層の推進を図ります。 

〇中野市とともに北信地域定住自立圏の中心市として近隣市町村と地

域経済・生活圏形成のために連携し、効率的な行政運営を進めます。 

〇観光交流都市等のイベント相互出展及び観光交流都市等の市民が往

来できるような事業の実施や飯山プラスラボによるイベントを実施

します。 

関連する後
期基本計画
の施策（施策
番号） 

3-1-1 広域観光連携の強化 

3-1-4 多様な交流の促進 

6-12-1 多様な広域連携の推進 
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横断的な目標 関係人口の創出・拡大  

定住人口と関係人口の両輪による取組みにより、持続可能な地域づくりを進めます 

関連 SDGs 

       

       

    

数値目標 

【R6目標】 

定住人口と関係人口の合計 40,000 人以上（本市の人口のピーク） 

【基準値（R1）（※）：39,000→ 40,000 人以上】 

（※）基準値（R1）：定住人口 19,800 人（10/1）+ 関係人口 19,200 人 

 

横 Ⅰ-（1） 関係人口の創出・拡大 

KPI 

【R6目標】 

〇関係人口の「仕組み」 

【基準値（R1（※））：2 → 20 事業】 

具体的な 

取組み 

〇地域課題を明確にするとともに、目標（地域の理想の姿）を定め、対

象となる関係人口や役割及び地域課題を共に乗り越える「仕組み」を

構築します。 

   

（※）基準値 R1 

施策類型 仕組み（活動） 関係人口 

関係深化型 
ふるさと納税 1事業 

（ふるさと納税寄附者数） 
19,000 人 

〃 
出身者の活動 1事業 

（ふるさと飯山会） 
200人 

合計 2事業  19,200人 
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＜関係人口の施策類型＞ 

関係人口の施策類型 説明 

関係深化型（地域との関わりを持つ者） 

 ① ゆかり型 その地域にルーツがある者等を対象に、関係人口を募る仕組

みを地方公共団体が設け、その取組に賛同する者に対して地

域と継続的なつながりを持つ機会を提供。 

 

（取組ｲﾒｰｼﾞ（※）：ふるさと飯山会、集落活動応援 など） 

② ふるさと納税型 ふるさと納税制度を活用し、ふるさとに一定の関心を持って

いる寄附者に対して地域と継続的なつながりを持つ機会を提

供。 

 

（取組ｲﾒｰｼﾞ：本市へのふるさと納税寄附者 など） 

③ 関係創出型 これから地域との関わりを持とうとする者を対象に 、地域と

継続的なつながりを持つ機会 ・きっかけを提供。地域の課題

やニーズと、関係人口となる者の想いやスキル・知見等をマッ

チングするための中間支援機能を形成。 

 

（取組ｲﾒｰｼﾞ：都市部の飯山ファンづくり、イベントボランテ

ィア 二拠点居住、遊休農地・耕作放棄地の解消など） 

裾野拡大型（都市住民等の地域への関心を醸成する取組） 

 ④ 都市住民型 地方公共団体が都市部等に所在する個人・企業・その他団体（ 

NPO・大学のゼミなど）と連携し、都市住民等の地域への関

心を高めるための取組 

 

（取組ｲﾒｰｼﾞ：まちづくり研究団体、大学ゼミ、インターンシ

ップ受入、ワーキングホリデー など） 

 ⑤ 外国人型 地方公共団体が地域住民や地域団体等と連携し、訪日外国人

との交流を促進し地域（地域住民や地場産業）との継続的なつ

ながりを創出するために行う取組 

 

（取組ｲﾒｰｼﾞ：外国人との交流会 など） 

（※）取組ｲﾒｰｼﾞ：仕組みづくりを検討する上で参考となる事業 
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11 新型コロナウイルス感染症の影響について 

 新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」）の影響により、本市においても宿泊

事業者や飲食事業者など観光関連事業をはじめ、様々な分野で大きな損害が発生していま

す。新型コロナの収束後においても、元の社会経済活動に戻るにはある程度の時間がかか

ると見込まれます。 

 国の地方創生臨時交付金などを活用し様々な経済対策を行うとともに、活力あるいいや

まづくりを目指し、今は地域全体で力を合わせ知恵と工夫を出し合い、この危機を乗り越

えるときです。 

 

 第 2 期の総合戦略の推進に当たっては、新型コロナの影響による社会情勢の変化が大き

く、先の状況が不透明であるため、以下のとおり取組む必要があると考えています。 

 

（１）数値目標及び KPI の考え方について 

基本目標に掲げた数値目標や施策の KPI については、平常時を想定して令和 6 年度

の目標を設定しています。新型コロナの影響により、各年度に設定した数値が大幅な変

更を要する可能性があります。数値の変更については、毎年行う地方創生総合戦略会議

において、達成状況を検証するとともに、社会情勢を踏まえて見直しを行います。 

 

（２）社会情勢を踏まえたメリハリある取組み 

   施策に掲げた取組みについては、新型コロナにおける様々な影響を的確に捉え、 

取組みの時期や手法の改善などその時の社会情勢の変化に対応しながらメリハリある

取組みを実施します。 

 

（３）新たな生活様式などへの対応 

   新たな生活様式を地方創生の推進の追い風とし、二拠点居住（セカンドハウス）やワ

ーケーションなどの関係人口の創出に取組むほか、地方創生テレワークの推進など都

市に住む若者を中心に、地方への関心を高め新たな生活スタイルを求めて都市と地方

を人々が行き交う「田園回帰」の動きを大きな好機とし、より一層、充実した施策を立

案し事業展開します。 
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